○33番（藤野哲司）登壇　私は自民党新福岡を代表して、健康寿命の延伸に向けた環境づくりについて、就労に特化した特別支援学校の新設について、以上２項目について、さきの福田議員の代表質問に続き、補足質疑を行いたいと思います。
　初めに、健康寿命の延伸に向けた環境づくりについてお尋ねします。
　日本人の平均寿命は令和２年現在、男性が81.6歳、女性が87.7歳となり、100歳まで生きることも珍しくない人生100年時代が到来しています。一方で、健康寿命の平均は令和元年現在、男性が72.7歳、女性が75.4歳となっており、その差は男性で約９年、女性で約12年となり、これは支援や介護を必要とするなど、健康上の問題で日常生活に制限のある期間が平均で10年近くもあることになります。人生100年時代を迎えた今、長寿であることを御自身も御家族も心から喜び、生き生きと暮らしていける社会にしていくためには、健康寿命を延伸し、平均寿命と健康寿命の差を縮めていくことが何よりも重要ではないかと考えております。
　本日は超高齢社会の現状や課題についてお伺いし、それに対応する健康寿命の延伸に向けた福岡市の令和４年度の施策などについて質問してまいります。
　まず、超高齢社会の現状や課題について、我が国では高齢者の人口は昭和25年には総人口の５％に満たなかったものが、昭和45年に７％を超え高齢化社会に、平成６年には14％を超え高齢社会に、さらに、平成19年には21％を超え超高齢社会となり、高齢化率はその後も上昇を続け、令和２年10月現在、28.6％に達しています。これに比例して、我が国の予算に占める社会保障関係予算額も年々上昇しており、国の令和４年度の当初予算案では一般会計に占める社会保障関係費の割合は約３分の１に上っています。福岡市におきましても、平成29年に高齢化率が21％を超え、全国平均と比べれば約10年のタイムラグがあるものの、それでも若いと言われている福岡市でさえも、既に超高齢社会に突入しております。
　そこでお尋ねしますが、保健福祉局の一般会計予算額及び一般会計全体に占める割合についてお聞きいたします。令和４年度からは福祉局と保健医療局になりますが、合算してお答えください。
　また、医療や介護、扶助費などの社会保障関係費について３年間の推移をお尋ねします。
　我が国ではこれまで世界に類を見ない速さで高齢化が進んできており、既に超高齢社会となっておりますが、今後についても、現在の状況が高止まりするのではなく、さらなる高齢化率の上昇が見込まれています。福岡市が令和３年に策定した福岡市保健福祉総合計画によりますと、福岡市でも2040年には３人に１人が高齢者となる一方、生産年齢人口の割合は低下し、社会保障制度の需給バランスの維持が困難になる可能性があると予測され、それに対応する持続可能な社会を構築していく必要があるとされています。私はこうした超高齢社会において、医療や介護サービスの充実を図ることはもちろん大切ですが、何よりも重要となるのは、まだ健康なうちからの運動などによって身体機能を維持し、健康寿命の延伸を図ることではないかと考えています。厚生労働省が策定している健康日本21においても、身体活動、運動の意義と重要性が国民に認知され、実践されることが超高齢社会を迎える我が国の健康寿命の延伸に有用であるとされており、計画の最重点の目標の一つに、身体活動の客観指標である歩数の増加を据えて取組を進めています。
　そこでお尋ねですが、福岡市では健康寿命の延伸に果たす運動の役割についてどのように認識し、位置づけているのか、お伺いいたします。
　また、平成30年度に実施された健康日本21の中間評価では、今後の課題として、生活習慣の改善が健康寿命の延伸に寄与することは研究により示されているものの、都道府県、市町村レベルでの健康格差の確固たる要因の把握について、都道府県等の調査研究が必要であると指摘されています。この評価にあるとおり、各自治体においてそれぞれの住民の健康に関するデータを把握し、住民の状態に応じた施策を実施していくことは大変重要だと考えております。
　そこで、福岡市において市民の健康に関するデータの収集や分析を行っているのか、お伺いします。
　次に、就労に特化した特別支援学校の新設についてであります。
　特別支援教育の推進について求めた我が会派の代表質問に対して、教育長は、第２次福岡市教育振興基本計画に基づき、一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活上や学習上の困難を改善または克服するための指導や支援に努めており、また、特別支援学校高等部卒業生の就労率の向上を目指し、就労支援に特化した特別支援学校高等部２校の新設に取り組むとの答弁をいただきました。障がいのある生徒の家族の中には将来に対する不安を感じている方が多いのが現状であり、そのような状況の中で、障がいのある生徒が働いて社会で生活するための技術や態度を身につけ、必要な支援を受けながら就労し続け、できる限り自立した生活を送ることは、本人の自己実現のためにも、家族の安心のためにも大変意義深いことだと考えております。
　令和３年度当初予算において、就労支援に特化した特別支援学校高等部２校の地質調査や実施設計等に着手されましたが、令和４年度にはどのようなことに取り組まれるのか、令和４年度当初予算額の内訳をお尋ねします。
　また、教育委員会は、令和３年６月に特別支援学校高等部新設に関する基本計画等について示されていますが、その資料によると、福岡市立特別支援学校の児童生徒数の推移は平成29年度が1,112名であったのに対し、令和３年度には1,338名と、５年間で約1.2倍に増加しており、特別支援教育のニーズが高まっていることが分かります。福岡市においては、特別な支援を必要とする児童生徒数の増加に対応し、これまでに特別支援学校を８校設置してきておりますが、特に就労に特化した博多高等学園においては、企業就労を目指した教育を行い、一定の成果を上げています。
　このような状況の中で、就労に特化した特別支援学校高等部２校を新設するのはなぜなのか、改めて新設する背景や必要性をお尋ねします。
　次に、新設する特別支援学校高等部２校は、全市域を対象とする特別支援学校高等部が令和５年度、東エリアを対象とする特別支援学校高等部が令和７年度の開校を目指しているということですが、新設する特別支援学校高等部の開校までのスケジュールをお尋ねいたします。
　以上で１問目の質問を終わり、２問目以降は発言者席にて行います。
　
○議長（伊藤嘉人）　舟越保健福祉局長。
○保健福祉局長（舟越伸一）　健康寿命の延伸に向けた環境づくりについての御質問にお答えをいたします。
　まず、令和４年度における福祉局と保健医療局を合算した一般会計予算額につきましては2,446億3,173万円余で、一般会計全体に占める割合は23.5％となっております。
　次に、当初予算額における社会保障関係費につきましては、令和２年度は約2,884億円、３年度は約2,925億円、４年度は約3,002億円となっております。
　次に、健康と運動の関係につきましては、ふだんからの運動で糖尿病、心臓病、脳卒中、がん、鬱、認知症などになるリスクを下げることができること、また、市民の健康を阻害している要因の上位は適正でないＢＭＩ、つまり痩せ過ぎや肥満の状態、また身体活動量の不足であること、特に30代から50代の働く世代においてその傾向が強くなることが分かっております。こうしたことを踏まえ、保健福祉総合計画では運動や身体活動の促進を健康寿命の延伸に向けた重要な施策の一つとして位置づけ、取組を推進しているところでございます。
　次に、市民の健康に関するデータ分析につきましては、エビデンスに基づく最適な施策の企画、立案などを目的としまして、福岡市が保有する保健、医療、介護などに関するビッグデータを一元的に集約、管理する地域包括ケア情報プラットフォームを構築しておりまして、令和２年度から九州大学と連携をして、市民の健康課題などを明らかにするための分析を行っているところでございます。以上でございます。
　
○議長（伊藤嘉人）　星子教育長。
○教育長（星子明夫）　就労に特化した特別支援学校の新設についてお答えいたします。
　令和４年度当初予算案の内訳は、全市域に住む生徒を対象として新設する特別支援学校高等部の開校準備等に係る経費として、旧住吉中学校の校舎の改造費用などで7,540万9,000円を、また、東エリアに住む生徒を対象として、市営城浜住宅建て替えにより創出された土地に新築する高等部の実施設計費用など7,274万6,000円をお願いしております。
　次に、特別支援学校高等部を２校新設する背景や必要性については、中学校の特別支援学級から特別支援学校高等部への進学者が年々増加しており、特別支援教育へのニーズが高まっていることから、軽度や中度の知的障がいのある生徒等を対象に、将来の自立を促すため、２校を新設し、就労支援に特化し、福祉的就労等を目指した教育を行っていく必要があると考えております。
　次に、開校までのスケジュールについては、全市域を対象とする特別支援学校は令和４年度に校名、校歌の決定や教育課程の編成、備品購入等の準備を行い、令和５年度の開校を予定しております。東エリアを対象とする特別支援学校は令和４年度に実施設計を行い、令和５年度に校舎建設工事、令和６年度に開校準備を行い、令和７年度の開校を予定しております。以上です。
　
○議長（伊藤嘉人）　藤野哲司議員。
○33番（藤野哲司）　２問目に入ります。まず、健康寿命の延伸に向けた環境づくりについてです。
　福岡市においても社会保障関係費が年々増加していること、運動には糖尿病、心臓病、脳卒中、がん、認知症のリスクを下げるなど様々な効果があること、市民の健康に関するデータを収集し、九州大学と連携して分析を行っていることなど、御答弁をいただきました。健康寿命の延伸に向けて、運動をはじめとした身体活動の増加が有用であるということは論をまたないと思いますが、一言で運動と言っても、我々のような働く世代に必要とされる運動と高齢者に必要とされる運動には大きな違いがあり、それぞれのライフステージに応じた運動習慣の定着が必要になります。また、市民が目的意識を持って自主的に健康づくりに取り組むためには、こうした行動が自身の健康につながるという科学的な証拠、つまり健康に関するエビデンスをしっかりと伝えていく必要があると考えます。
　そこで、福岡市では各世代に応じた運動促進にどのように取り組んでいるのか、お尋ねします。
　また、九州大学と連携して行っている福岡市民の健康に関するデータ分析ではどのようなことが分かってきているのか、お尋ねします。
　先ほどの御答弁では、福岡市が行った調査において、市民の健康を阻害する要因の上位は身体活動不足と適正でないＢＭＩであり、特に30代から50代の働く世代においてその傾向が顕著であるとのことでしたが、働く世代の身体活動量が不足している要因についてお尋ねします。
　身体活動が特に不足しているのは働く世代という福岡市の調査は令和元年に行われたものですが、私は現在では高齢者も身体活動が大きく不足しているのではないかと心配しています。新型コロナウイルス感染症の流行から２年が経過し、長引く自粛生活や行事の中止などによる高齢者のひきこもりが起きているのではないでしょうか。実際に私の身の回りにおいても、高齢者の方とお話をすると、外出の機会を減らされていたり、お孫さんとなかなか会えないという声をお聞きしますし、多くの地域行事が中止や縮小されています。高齢者がひきこもってしまうことで、身体活動量や人との交流が減少し、要介護のリスクや、鬱、認知症のリスクが増加することなどが懸念され、これは早急に対応すべき課題であると考えます。
　そこで、福岡市ではコロナ禍における高齢者の健康の維持について、令和４年度予算においてどのような取組を進めていかれるのか、お尋ねします。
　次に、就労に特化した特別支援学校の新設についてです。
　先ほどの教育長の答弁で、新設する特別支援学校の対象が軽度や中度の知的障がいのある生徒であること、就労支援に特化し、福祉的就労等を目指した教育が必要であることが述べられ、特別支援学校高等部２校を新設する背景や必要性は理解できました。軽度の知的障がいのある生徒だけでなく、中度の知的障がいのある生徒までを対象としたことは、必要な支援を受けながら就労し続け、できる限り自立した生活を送りたいという生徒や保護者のニーズにより幅広く対応し、障がいのある生徒の可能性を広げる積極的な取組であると考えております。そのためには、障がいの状況に応じた教育内容や就労先の確保、卒業後の支援の在り方などの就労支援にもより一層の創意工夫が求められます。
一方で、文部科学省が発表した知的障がい特別支援学校高等部を卒業した生徒の就労状況によると、卒業生の就労率は全国平均で３割程度となっております。福岡市においては、小学部、中学部、高等部がある知的障がい特別支援学校の就労率は全国平均と同程度の３割前後で推移していますが、高等部のみで就労に特化した教育を行っている博多高等学園では、卒業生のおよそ８割から９割が企業に就労しているとのことです。対象としている生徒の状況も違えば、教育内容も違うので、就労率に差があるのは当然であると考えます。新設する特別支援学校は就労支援に特化するという点では博多高等学園と同じですが、対象とする生徒の障がいの状態や想定する就労先が違えば教育内容にも違いがあると考えられますし、また、福祉的就労等ということであれば、当然、福祉との連携も必要であると考えられます。
　そこでお尋ねしますが、就労支援に特化し、福祉的就労等を目指した教育とは具体的にどのような教育を行うのか、また、福祉とどのように連携していくのか、お尋ねします。
　また、博多高等学園の卒業生は現在どのような分野で活躍しているのか、お尋ねします。
　あわせて、新設する特別支援学校の教育内容は博多高等学園と比べてどのように違うのか、また、どのような就労先を想定しているのか、お尋ねします。
　以上で２問目を終わります。
　
○議長（伊藤嘉人）　舟越保健福祉局長。
○保健福祉局長（舟越伸一）　健康寿命の延伸に向けた環境づくりについてお答えをいたします。
　各世代に応じた運動促進の取組につきましては、親子で楽しく運動できるオンラインイベントの開催や、運動不足が顕著な30代から50代の女性を対象とした気軽に取り組める運動動画の配信、50代から60代の中高年層を対象としたロコモ予防の啓発などに取り組むとともに、高齢期においては、よかトレ実践ステーションなど、市民が気軽に介護予防に取り組むことができる通いの場づくりを推進しております。また、全世代が取り組みやすい運動としてウオーキングを推奨しておりまして、ウオーキングマップの作成などに加え、スマートフォンアプリ、ふくおか散歩と連携をして、市民の運動習慣定着を促進するとともに、本アプリを通じて健康づくりや外出を促進する地域イベントなどの情報発信を行っております。
　次に、九州大学が行った調査分析につきましては、健康診断の結果とその後の要介護認定との関連を分析し、要介護のリスクを高める生活習慣などを明らかにするものでありますが、その分析結果から、歩行速度が同年代と比較をして速くない方は、そうでない方に比べて約２倍、そしゃく能力が低下した状態の方では約1.5倍、また、朝食を食べない方では約1.3倍、要介護のリスクが高くなることが明らかとなっております。令和４年度はこうしたエビデンスを活用して、市民の健康づくりや介護予防などを支援、促進してまいります。
　次に、30代から50代の働く世代の身体活動量が不足している要因につきましては、令和元年度の厚生労働省の調査によりますと、仕事や家事、育児などが忙しくて時間がないこと、また、面倒くさいことが上位となっております。
　次に、高齢者の健康維持につきましては、コロナ禍において高齢者が家に閉じ籠もりがちになり、認知症や要介護のリスクが高まることが懸念される中、高齢者の健康づくりや介護予防に集中的に取り組むことが重要であると考えております。令和４年度におきましては、ストップフレイルプロジェクトとして、医療、健診、介護データから抽出したフレイルのリスクの高い方への専門職によるアウトリーチ支援を行うとともに、ＳＮＳの活用によるオンラインでの交流やコミュニケーションの支援、促進、また、要介護高齢者の重度化防止事業などに取り組んでまいります。以上でございます。
　
○議長（伊藤嘉人）　星子教育長。
○教育長（星子明夫）　就労に特化した特別支援学校の新設についてお答えいたします。
　具体的な教育内容については、働いて生活するために必要な力を身につける職業コースと、社会で生活するために必要な基礎的な力を身につける作業コースを位置づけ、職業コースでは報告、連絡、相談の仕方やビジネスマナー、金銭管理の仕方、作業コースでは挨拶や買物の仕方などの学習を行ってまいります。福祉との連携については、卒業後３年間は就労先での状況を確認し、生徒の特性に応じた支援の仕方について就労先と協議するとともに、福祉などの関係機関に情報を提供してまいります。
　次に、博多高等学園の卒業生については大部分が企業に就職しており、その多くがスーパー店舗内業務、事務補助、倉庫内作業等に従事しております。
　次に、教育内容における博多高等学園との違いについては、博多高等学園は職業コースのみの位置づけとしておりますが、新設校は職業コースと作業コースの２つのコースを予定しております。また、想定する就労先として、博多高等学園が主に企業であることに対し、新設校は主に就労継続支援Ａ型事業所などを想定しております。以上です。
　
○議長（伊藤嘉人）　藤野哲司議員。
○33番（藤野哲司）　それでは、３問目に入ります。まず、健康寿命の延伸に向けた環境づくりについてです。
　福岡市では各世代に応じた運動促進にＩＣＴなども活用しながら工夫して取り組まれており、特に令和４年度はコロナ禍で心配される高齢者のフレイル対策にプロジェクトを組んでしっかりと取り組んでいただくということでした。さらに、九州大学と連携した分析によって、市民の健康に関するエビデンスが明らかになってきているということでした。
私はこのエビデンスについて、全国の調査ではなく、福岡市民を対象として分析できていること、その結果が単に「有用である」や「関連がある」にとどまらず、歩行速度が速くない方は要介護リスクが約２倍という数値で示されていることなど、大きな可能性を秘めていると考えています。先ほど申し上げましたとおり、健康寿命の延伸に向けて、運動をはじめとした身体活動の増加を市民に促していくためには、それぞれのライフステージに応じたアプローチが必要であり、また、目的意識を持って自主的に健康づくりに取り組めるように健康に関するエビデンスをしっかりと伝えていくことが必要です。これからも各世代に応じた運動習慣の定着促進やエビデンスの収集、情報発信に取り組んでいただくとともに、コロナ禍における高齢者のフレイル対策にしっかりと取り組んでいただくよう強く要望いたします。
　また、先ほどの御答弁では、働く世代において仕事や育児等で忙しく運動する時間がないとのことから、運動が健康維持に役立つと分かっているものの行動していない、健康知識と行動のギャップが多く表れていることが分かります。自分自身を振り返ってみても、なるほどと思っております。今はまだ健康であるがゆえに、健康維持、ましてや介護予防という響きがまだまだ先のことに感じてしまい、優先順位が後ろになってしまうのだと思うのです。しかしながら、健康維持は日々の積み重ねです。いつまでも元気で自分らしく生き生きと暮らしていくためには、まだ元気なうちからの健康づくりが非常に大切だと思います。御答弁でもありましたが、運動には様々な介護リスクを下げる効果があります。こうしたエビデンスを基に、働く世代からの健康づくりの必要性をしっかりと啓発し、市民一人一人の健康づくりを促していただきたいと思いますが、それでもやはり健康に無関心の方を啓発によって動かすには限界があるというのも現実であります。そこで、私は、たとえ健康無関心層であっても健康づくりに取り組めるように、義務感に訴えるのではなく、楽しみながら取り組むことができる工夫や、さらに一歩進んで公園や道路、歩道などのハード整備も含め、身体活動が自然と促されるような環境を整備していく、こうしたまちづくりとして健康づくりを進める暮らしがゼロ次予防になるというような考え方が大切ではないかと思います。
　この質問の最後に、人生100年時代を心から喜べる社会のための健康寿命の延伸に向けて、身体活動が自然と促されるような工夫や環境整備について市の考えや取組をお尋ねいたします。
　次に、就労に特化した特別支援学校の新設についてです。
　先ほどの教育長の御答弁で、新設する特別支援学校２校には２つの教育コースを設定すること、就労先は就労継続支援Ａ型事業所などが提供する働く場を想定していることが述べられ、新設する特別支援学校高等部２校が博多高等学園よりも幅広い層の生徒を対象とし、就労継続支援Ａ型事業所などの福祉事業所が提供する働く場を主な就労先に想定して、障がいの状態に応じた就労支援を行い、福祉サービスを提供する事業所と連携しながら、障がいのある生徒の就労を促していく学校であることが分かりました。
　就労することは障がいのある生徒の社会参加を促すとともに、生徒本人が社会から必要とされる喜びを味わい、より豊かな人生を送るための手がかりとなるだけでなく、家族にとっても重要なことと考えております。障がいのある生徒が大人になったときの姿を保護者の立場になって想像してみると、自分の身の回りのことが自分でできるようになるだろうか、職場や近所の人とうまく付き合っていけるのだろうか、生活に困らないだろうか、仕事は長続きするだろうか、自分たちがいつまで支援できるだろうか、支援できなくなったらこの子はどうなるのだろうか、期待よりも不安のほうが大きくなるのではないかと想像しています。新設する特別支援学校高等部での教育活動においては、博多高等学園で培ったよさも取り入れながら、現場実習等、実社会に即した具体的な学習など、地域社会とのつながりを大切にした教育を展開していただきたいと考えております。また、生徒の長い人生の中では、卒業したからといって学校の役割は終わりということではなく、福祉などの関係機関と丁寧な情報交換を行い、卒業後においても支援を充実させ、切れ目のない支援体制をつくっていただきたいと考えております。
　障がいのある生徒が就労に特化した教育を受けることができ、自分の身の回りのことが自分でできることが多くなり、職場や近所の人とうまくコミュニケーションが取れることで、自分に必要な支援を周りの人に適切に伝えることができます。さらに、収入を得て自立した生活ができれば、家族の支援がほとんど要らなくなるようになり、家族にとっても安心や希望につながっていくと考えております。就労に特化した特別支援学校高等部が本人と家族にとっての希望の光になってくれたらと期待しております。
　最後に、就労支援に特化した教育の充実について教育長の御所見をお伺いし、私の質問を終わります。
　
○議長（伊藤嘉人）　舟越保健福祉局長。
○保健福祉局長（舟越伸一）　健康寿命の延伸に向けた環境づくりについてお答えをいたします。
　議員御指摘のとおり、超高齢社会を迎えた中、健康寿命の延伸に向けて誰もが気軽に外出し、暮らしの中で自然と楽しみながら健康になるまちづくりを進めていくことが重要であると認識をしております。福岡市では、これまでもバリアフリー基本計画に基づき、誰もが外出しやすいハード整備や身近な場所へのベンチの設置を進めてまいりました。令和４年度は引き続きこれらの取組を推進しますとともに、公園や道路、駅などのまちの中で自然と楽しく体を動かしたくなる仕組みや仕掛けをつくるFitness City プロジェクトの取組をしっかりと進めてまいります。以上でございます。
　
○議長（伊藤嘉人）　星子教育長。
○教育長（星子明夫）　就労に特化した特別支援学校の新設についてお答えいたします。
　障がいのある生徒が就労し働くことで積極的に社会参加し、貢献することは、共生社会の実現につながる意義深いことであると認識しております。障がいのある子どもたちがその能力や可能性を最大限に伸ばし、卒業後も充実した社会生活を送ることができるよう、今後も一人一人のニーズに応じた教育の充実に取り組んでまいります。以上です。

